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平成３０年１１月 

中部経済産業局 消費者相談室 

 

平成３０年度上期（４月～９月）消費者相談状況 

 

平成３０年度の上期（４月～９月）に当局消費者相談室で受け付けた消費者相談件数は２７７件で、前

年同期と比べ４５件の減少（前年同期比１４．０％減）となりました。    

 

 
 
注 

ⅰ）『割賦販売』とは、割賦販売法にいう割賦販売（自社割賦、信用購入あっせん及びローン提携販売を

含み、前払割賦を除きます）及びクレジットカード全般に関する相談をいいます。『前払割賦』とは、割賦

販売法にいう「前払式割賦販売」及び「前払式特定取引」に関する相談をいいます。 

ⅱ）『訪問購入』とは、特定商取引法にいう訪問購入(物品を購入する事業者が、営業所等以外の場所で

売買契約の申し込みや契約を締結して行う物品の購入)に関する相談をいいます。 

ⅲ）『契約その他』とは、特定商取引法関係、割賦関係及び先物取引関係、サービス関係に該当しない当

省所管物資及び役務の契約に関する相談をいいます。 

ⅳ）『製品関係』とは、製品の品質・安全性等に関する相談をいいます。 

ⅴ）『その他』とは、当省の所管する法令又は物資に直接該当しない相談をいいます。 

上記表中の件数は事業者相談を除外してあります。 

参考：事業者相談 平成２９年度 ８０件（内 上期 ５７件） 
平成３０年度       上期 ２３件 
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【相談件数概況】 

 

（１） 相談の種類を項目別にみると、「契約関係」（割賦関係、特定商取引法関係、先物取引、サービス、

契約その他を合計したもの）は２２４件（前年同期比１５．８％減）、「製品関係」の相談が９件（同１８．

２％減）、「個人情報」の相談が５件（同１５０．０％増）、「その他」の相談が３９件（同９．３％減）となっ

ています。 

（２） 「契約関係」の相談を項目別にみると、「特定商取引法関係」が１８７件（同１６．９％減）と最も多く、全

体の約７割を占めています（詳細は次頁参照）。また、「割賦関係」に関する相談は１４件（前年同数）

でした。事項別にみると「割賦販売」が９件（同１２．５％増）で、主な相談内容は、クレジット契約に関

するものでした。「前払割賦」は５件（同１６．７％減）で、主な相談内容は冠婚葬祭互助会の解約にか

かるものでした。 

（３） 「製品関係」に関する相談を事項別に見ると、「安全性」が４件（同３３．３％増）で、製品の安全にかか

る情報提供等がありました。 
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【特定商取引法関係の相談事例の特徴】 

 

「特定商取引法関係」を取引類型別にみると、「訪問販売」が６５件（前年同期比２９．３％減）となり、構

成比も２３．５％（同５．１ポイント減）と低下した。一方、「通信販売」が４４件（同３７．５％増）、「電話勧誘

販売」が３２件（同２８．０％増）となり、構成比もそれぞれ１５．９％（同６．０ポイント増）、１１．６％（同３．８

ポイント増）と上昇した。類型別の主な相談内容は以下のとおり。 

 

（１） 訪問販売に関する相談では、リフォーム等の工事、修理・修繕に関する相談が突出して多くみられま

した。 

（２） 通信販売に関する相談では、商品別にみると、健康食品に関する相談が最も多く、相談内容別では、

意図しない定期購入にかかる相談が多くみられました。 

（３） 電話勧誘販売に関する相談では、締結した契約が電話勧誘販売取引に該当するかどうかという相談

や、悪質な勧誘に関する情報提供が多くみられました。 

（４） 連鎖販売取引に関する相談では、幅広い商品について、解約にかかる相談が寄せられました。 

（５） 特定継続的役務取引に関する相談では、中途解約に関する相談が多く寄せられました。役務別では、

エステティックサロンに関する相談が突出して多くみられました。 

（６） 業務提供誘引販売取引に関する相談では、締結した契約が業務提供誘引販売取引に該当するかど

うかという相談が寄せられました。 

（７） 訪問購入に関する相談では、クーリング・オフに関する相談が多くみられました。 

 

 

 


